
岐阜県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況 

 

岐阜県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例（平成 19 年岐阜県後期高齢者医療広域連合条例第

26 号）第 6 条の規定に基づき、令和元年度における広域連合人事行政の運営等

の状況について、次のとおり公表します。 

 

令和 2 年 8 月 26 日 

岐阜県後期高齢者医療広域連合長 柴橋 正直 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況  

(1) 職員の任免等の状況 

区分 
任命者数 任命解除者数 

※平成 31 年 4 月 1 日付 ※令和 2 年 3 月 31 日付 

人数 12 人 12 人 

 

(2) 職員数 

平成 30 年度 

※平成 30 年 4 月 1 日現在 

令和元年度 

※平成 31 年 4 月 1 日現在 
増減数 

28 人（28 人） 28 人（28 人） 0 人 

※1 職員数は、一般職に属する職員数です。  

※2 ( )内は、条例定数です。 

 

(3) 年齢別職員構成の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区分 
20歳 

未満 

20～ 

23 歳 

24～ 

27 歳 

28～ 

31 歳 

32～ 

35 歳 

36～ 

39 歳 

40～ 

43 歳 

44～ 

47 歳 

48～ 

51 歳 

52～ 

55 歳 

56～ 

59 歳 

60 歳 

以上 

人数 

(人) 
― 2 1 2 5 4 4 1 4 2 1 2 

構成比 

(％) 
― 7 4 7 18 14 14 4 14 7 4 7 

 

 



２ 職員の人事評価の状況 

令和元年度において、実績はありません（派遣元団体においてそれぞれ実施）。 

 

３ 職員の給与の状況 

(1) 人件費の状況（令和元年度一般会計決算） 

区 分 歳出額 A 実質収支 人件費 B 人件費率 B/A 

令和元年度 

千円 

234,630 

千円 

36,829 

千円 

14,307 

     ％ 

6.10 

※1 人件費 B の内訳は、職員手当及び議員報酬等です。 

※2 市町村派遣職員の人件費は、人件費 B に含まれる広域連合が支給する職 

員手当を除き、派遣元団体から直接支給されており、派遣元団体で支出さ 

れた人件費相当額を、広域連合から負担金として派遣元団体へ支出してい 

ます（令和元年度の派遣職員人件費相当額（負担金額）は、197,473 千円）。 

 

(2) 職員給与の状況（令和元年度一般会計決算） 

区 分 職員数 

給与（職員手当） 

管理職 

手当 

地域 

手当 

時間外 

勤務手当 
計 

令和元年度 

  人 

28 

 千円 

6,085 

 千円 

308 

千円 

5,915 

千円 

12,308 

※ 職員数は、平成 31 年 4 月 1 日現在の派遣職員の人数です。 

   

(3) 派遣職員の平均年齢及び平均給与月額の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

平均年齢 40.46 歳 

平均給与月額※ ― 

※ 給与は派遣元団体で支払われているため、平均給与月額は算出していま 

せん。 

 

 

 

 

 

 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1) 職員の勤務時間（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 
１週間の 

勤務時間 
週休日 休日 

8：45 17：30 

12:00 

～ 

13:00 

38 時間 45 分 土・日曜日 

祝日法に規定

する休日及び

年末年始 

（12 月 29 日

～1 月 3 日） 

 

(2) 休暇・休業制度の状況（令和元年度実績） 

区  分 取 得 実 績 

年次有給休暇 平均取得日数  13.72 日/人 

特別休暇 平均取得日数    5.49 日/人 

病気・介護休暇 平均取得日数    0.00 日/人 

育児休業等 取得実績はありません 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

(1) 分限処分の状況 

令和元年度において、処分はありません。 

(2) 懲戒処分の状況 

令和元年度において、処分はありません。 

 

 

６ 職員の服務の状況 

(1) 職務専念義務免除の状況  

延べ 28 件（130.5 時間） 

(2) 営利企業等従事許可の状況  

令和元年度において、許可はありません。 

 

 

７ 職員の退職管理の状況  

派遣元団体において退職管理されています。 



８ 職員の研修の状況 

当広域連合の業務に資する研修として、厚生労働省等主催の研修に職員を派

遣しました。 

主 催 研 修 名 

参加 

人数 

(延べ) 

厚生労働省 ・第 143 回市町村職員を対象とするセミナー 

 （糖尿病性腎症重症化予防等について） 

・第 149 回市町村職員を対象とするセミナー 

 （保健事業と介護予防の一体的実施等について） 

3 人 

滋賀県後期 高齢者

医療広域連合 

・後期高齢者保健事業基礎力向上研修 

 （重複・多剤服薬等の課題等について） 

1 人 

公益社団法人国民

健康保険中央会 

・国保連合会及び広域連合向け研修会 

(高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施等に

ついて) 

1 人 

公益財団法人岐阜

県市町村振興協会

市町村職員研修セ

ンター 

・係長級職員研修 

・課長級職員研修 

・公文書作成講座 

・政策法務講座 

・事業のスクラップ＆ビルド研修 

・メンタルヘルス・ハラスメント防止講座 

・契約事務の基礎講座 

・面接試験技法研修 等 

34 人 

 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況  

(1) 職員の健康管理 

健康診断等の厚生事業については、派遣元団体において実施しています。 

(2) 公務災害の状況 

区 分 発生件数 

公務災害 0 件 

通勤災害 0 件 

 


